
令和７年度ＩＣＴ活用乗降調査業務委託 

〈特記仕様書〉 
 

第１章 総則 

（適用） 

第１条 本仕様書は、富士市（以下「委託者」という。）が実施する「令和７年度ＩＣＴ活用乗降調査業

務委託（以下「本業務」という。）」に適用する。 

（目的） 

第２条 令和 7 年 12 月末をもって山梨交通株式会社が運行する路線バスが廃止となることから、令和 8

年 1 月以降、住民等の生活移動手段等を確保するため、市が代替バスの運行を予定している。全国的

に、利用の少ないバス路線の廃止が加速化する中、代替交通バスの持続可能性を高めるため、ＩＣＴ

活用により利用実態を迅速に把握し、必要に応じて適宜運行内容の見直しを行う判断材料とする。 

（疑義） 

第３条 本仕様書に記載のない事項、または疑義が生じた事項については、委託者と本業務の受託者（以

下「受託者」という。）が協議し、委託者の指示を受けるものとする。 

（貸与資料） 

第４条 委託者は、本業務実施にあたり関係資料等を貸与するものとする。なお受託者は、委託者により

貸与される 関係資料等についてその重要性を認識し、取扱い及び保管を慎重に行わなければならな

い。 

（守秘義務） 

第５条 受託者は、本業務の遂行中及び業務完了後、業務により知り得たすべての事項について、委託者

の承認を受けずに、公表、貸与又は使用してはならない。 

（損害賠償） 

第６条 受託者は、本業務実施中に生じた諸事故に対しては、その責任を負い、受託者の責任においてそ

の一切の処理をするものとする。 

（打合せ・協議） 

第７条 本業務の実施にあたっては、受託者は、委託者と充分な打合せ・協議を行いながら進めるものと

する。 

（検査） 

第８条 受託者は、全工程完了後、委託者に業務完了届とともに成果品を提出し、委託者の完了検査を受

け、検査の合格をもって業務を完了するものとする。 

（成果品の帰属） 

第９条 本業務の成果品はすべて委託者の帰属とし、受託者は委託者の許可なく成果品等を公表または

貸与してはならない。 

（履行期間） 

第 10 条 本業務における履行期間は契約日の翌日から令和 8年 3月 31 日とする。 

  



 

第２章 業務内容 

（調査対象） 

第 11 条 本業務の調査対象バス路線は、委託者が令和 8年 1月 4日から実証運行する「大北線・蒲原病

院線代替交通」とする。 

２ 前項の調査対象バス路線の運行内容は、委託者が受託者に示すものとする。 

 

（業務内容） 

第 12 条 業務内容は、以下の通りとする。 

（１）調査準備 

   受託者は、本業務における目的・主旨を把握するとともに、業務内容を確認した上で、業務

概要、実施方針、業務工程、組織計画、打合せ計画等を記載した業務計画書を作成する。 

 

（２）設計 

   受託者は、車両選定、ＩＣＴ機器、システム通信や車両電気系統の設置仕様、調査実施日時等、本

業務に必要な項目を定義し、設計書を作成する。 

 

（３）運行事業者との協議・調整 

   受託者は、路線バスの運行に支障がないよう、必要な項目について、調査実施前に、運行事業者と

打合せ協議・調整を実施するものとする。 

 

（４）乗降調査広報支援 

   受託者は、委託者が、事前に調査の趣旨、手法等を広報する際に、必要な技術的助言を行う。 

 

（５）ＩＣＴ活用乗降調査 

   ７日間以上の運行日において、ＩＣＴ活用の下、全ての便のＯＤデータを取得するものとする。調

査対象の運行日は、全ての曜日を具備することとし、同一週に限らない調査期間の設定も可能と

するが、連続週において実施することを原則とする。これによりがたい場合は、委託者受託者協

議の上で、調査実施日を決定する。受託者は、得られたＯＤデータを後述の報告書と併せて、委

託者へ電子データで提供する。 

 

（６）打合せ協議 

業務を円滑に進行するため、基本的に、対面式による打合せ協議を実施する。なお、協議回数

については、着手時、中間時２回、納品時の計４回実施することを基本とするが、オンライン

形式による打合せも可能とする。また、必要に応じて、適宜追加して実施するものとし、受託

者は、その都度、協議記録簿を作成し、提出するものとする。 

  



 

（７）報告書とりまとめ 

受託者は、本仕様書に定められた事項等について、調査結果及び分析を報告書にとりまとめる。

なお、上位トリップ、各停留所の使用頻度、利用時間帯など、ＯＤデータを項目別に整理する

とともに、他の交通モードへの接続可能性など、複数かつ多様な視点から利用実態・傾向の分

析を行う。 

 

（成果品） 

第 13 条 成果品は以下とする。なお、仕様については、委託者と協議して定める。 

 ・業務報告書（Ａ４判・製本） ２部 

・電子媒体（ＣＤ－Ｒ）      ２部 

 

（その他） 

第 14条 本業務の実施にあたっては、業務委託契約書及び本仕様書によるほか、業務の実施に当たって

関連する法令等を遵守しなければならない。 

第 15 条 業務に必要な費用は、本仕様書に明記しないものであっても原則受託者の負担とする。 

第 16 条 必要に応じて、関係機関（国、県、鉄道事業者等）との協議に同席を求める場合がある。 

以 上 


